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令和３年度　一般会計決算

町営住宅整備事業実施、地域おこし協力隊の増員に

町民が納める税金

　　　　８億３７００万円余

自治体運営の均衡を保つた

め、国から地方へ配分される

お金　４６億６７００万円余

決まった目的に使うための

費用の一部、または全部を

国、県から交付されるお金

　　２７億７２００万円余

ふるさと納税等の寄附金

　　１１億８１００万円余

町が事業費用の財源不足を

補うために借り入金

 　  　 ８億７３００万円余

基金から繰り入れるお金

　　　　　３億５千万円余

その他 １０億６４００万円余

職員給与などにかかる費用

　  １６億５４００万円余

福祉施策などかかる費用

　　９億３９００万円余

町債を返す費用

１６億２２９０万円弱

災害復旧事業を除く投資的

な費用　２３億４千万円余

消費的性質の費用

　２０億２７６万円余

他の特別会計などへ繰り出す

費用　　７億９３００万円余

各種基金へ積立てる費用

　　　３億６６５０万円余

その他 １４億８３９万円余

●
令
和
３
年
度 

一
般
会
計
決
算
の
認
定

○
歳
入
決
算
額
　

１
１
７
億
６
８
４
万
円

　
対
前
年
度
比
、
４
９
８
２
万
円
、
０
・
４
％
の
減

○
歳
出
決
算
額
　

１
１
１
億
７
１
８
７
万
円

　
対
前
年
度
比
、
１
億
６
６
５
７
万
円
、
１
・
５
％
の
減

　
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
形
式
収
支
は
５
億

３
４
９
６
万
円
と
な
り
、
こ
の
内
翌
年
度
に
繰
り
越

す
事
業
の
財
源
は
２
億
１
７
０
７
万
円
。

　
ま
た
、
実
質
収
支
額
は
３
億
１
７
８
９
万
円
で
、

こ
の
額
か
ら
基
金
へ
の
積
立
は
、
２
億
５
千
万
円
と

し
、
純
然
た
る
翌
年
度
へ
の
繰
越
額
は
６
７
８
９
万

円
と
な
っ
た
。

　
歳
入
で
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
が
、
対
前
年

度
比
１
億
３
９
３
万
円
増
と
な
り
、
国
庫
支
出
金
と

し
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方

創
生
臨
時
交
付
金
や
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ

ン
接
種
に
係
る
補
助
金
等
の
充
実
は
あ
っ
た
も
の
の
、

コ
ロ
ナ
施
策
の
事
業
内
容
の
違
い
が
あ
り
、
対
前
年

度
比
３
億
６
７
２
６
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

　
歳
出
の
義
務
的
経
費
で
は
、
学
校
支
援
員
や
地
域

お
こ
し
協
力
隊
に
係
る
人
件
費
の
増
や
障
害
者
自
立

支
援
給
付
費
や
小
学
校
医
療
助
成
扶
助
費
、
過
疎
対

策
事
業
債
元
利
償
還
金
な
ど
の
公
債
費
が
増
と
な
っ

て
い
る
。
投
資
的
経
費
は
、
町
営
住
宅
整
備
事
業
や

高
規
格
道
路
整
備
事
業
、
小
中
学
校
空
調
設
備
設
置

事
業
に
よ
り
、
増
と
な
っ
て
い
る
。
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町税７.２％

地方交付税

３９.９％

国・県支出金

２３.７％

寄附金１０.１％

町債７.５％

繰入金２.６％繰入金２.６％

その他９.０％

人件費１４.９％

扶助費８.５％

公債費１４.６％

普通建設

事業費

２１.０％

物件費１８.０％

その他１２.６％

繰出金７.１％

積立金３.３％積立金３.３％


